
 

 

住民監査請求に係る監査結果の公表 

（令和６年３月27日受付、令和６年５月24日決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市報定期第169号 別冊 

  



 

１ 

 

 

第１ 監査の結果 

   本件請求について、請求人の主張のうち「戻入区間」（８頁に定義する戻入区間をいい

ます。）に係る部分については現時点において必要な措置を講ずべき勧告をする理由がな

く、その余の部分については請求人の主張に理由がないと認めます。 

 

第２ 請求の受付 

 １ 請求人 

   (略) 

 

 ２ 請求書の提出日 

   令和６年３月 27 日 

 

 ３ 請求の内容 

   請求の内容は、別紙１のとおりです。 

 

 ４ 要件審査 

   監査委員は、令和６年４月 15 日に要件審査を行い、本件請求が地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号。以下「法」といいます。）第 242 条所定の要件を備えているものと認め、

監査を実施することを決定しました。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項の決定 

   令和５年７月４日から同月６日まで及び同年10月30日から同年11月１日までに実施され

た「こども青少年・教育委員会行政視察」に随行した議会局職員（以下「本件随行職員」

といいます。）に支給された出張旅費のうち特別車両料金に係る部分（以下「本件特別車

両料金」といいます。）53,140円の支給が、違法又は不当な財務会計上の行為に該当する

か否かを監査対象事項としました。 

   なお、請求人は、職員の懲戒処分及び刑事告訴又は告発を附言するよう求めていますが、

これらは住民監査請求によって請求することができる事項に該当しません。 
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 ２ 監査対象局 

   議会局を監査対象局としました。 

 

 ３ 証拠の提出及び陳述の聴取 

   監査委員は、法第 242 条第７項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

設け、令和６年５月８日に追加の証拠の提出を受けるとともに、令和６年５月 10 日に陳

述を聴取しました。 

   また、監査委員は、令和６年５月８日に監査対象局から見解書（別紙２のとおり）の提

出を受けるとともに、令和６年５月 10 日に監査対象局職員から陳述を聴取しました。 

 

第４ 監査の結果 

 １ 請求人及び監査対象局職員の陳述 

   請求人及び監査対象局職員から聴取した陳述内容は、別紙３から別紙５までのとおりで

す。 

 

 ２ 事実関係の確認 

   請求人からの提出書面及び請求人の陳述、監査対象局からの提出書面及び監査対象局職

員の陳述並びに監査委員の調査により、監査対象事項について、次の事実を認めました。 

  (1) 本件随行について 

    こども青少年・教育委員会では、こども青少年局及び教育委員会の所管に属する事項

について調査・研究する等のため、横浜市会会議規則（昭和 43 年５月横浜市会規則第

1号）第71条の規定による議長の承認を得て、令和５年７月４日から同月６日まで兵庫

県及び大阪府（以下「第１回行政視察」といいます。）へ、同年10月 30日から同年11

月１日まで福井県及び石川県（以下「第２回行政視察」といいます。）への行政視察を

実施しました。当該行政視察には、所管する局の職員２名及び本件随行職員２名が随行

しました。 

    本件随行職員の業務は、視察委員に随行し、乗車・降車の案内や視察の行程案内、視

察に関する視察委員からの質問対応や視察先との連絡調整等の秘書的業務を担い、第１

回行政視察及び第２回行政視察が円滑に行われるよう、視察委員を補佐することでした。 
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  (2) 議会局職員の出張旅費（特別車両料金）について 

    議会局職員の旅費に関しては、横浜市会職員旅費条例（昭和23年10月横浜市条例第74

号）において準用する横浜市旅費条例（昭和23年10月横浜市条例第73号）（以下「旅費

条例」といいます。）第１条の規定により、公務のため旅行するときは旅費を支給し、

内国旅行における鉄道賃は、旅費条例第６条の規定により、旅客運賃、急行料金及び特

別車両料金(これらのものに対する通行税を含む。)並びに座席指定料金により計算する

こととされています。 

特別車両料金について、「旅費取扱いの手引き」（令和５年３月改訂版）には、「グ

リーン車・グランクラス等特別車両の料金。市長及び副市長及び公務上の必要その他特

別の事情のある者が旅行をする場合を除き、支給することはできません。」と記載され

ています。 

議員の旅費については、横浜市市会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する

条例（昭和31年８月横浜市条例第30号）第５条第２項の規定により、旅費条例中、特号

の者に支給する額により、旅費条例を準用して支給することとなっています。監査対象

局によると、行政視察に随行する議会局職員は、行政視察中における議員の秘書的業務

を行うため、議員と同一の車両に乗車する必要があることから、公務上の必要があると

して、特別車両料金を支給することとされています。また、行政視察に係る出張旅費に

ついては、随行する職員が議員分を含む座席を予約し、事前に購入する必要があること

から、資金前渡による概算払を受けています。 

職員の宿泊を要する市外出張に当たっては、横浜市職員出張及び旅費支給規程（平成

12年10月達第22号）第２条の規定により市外出張命令書に出張先、出張する具体的理由

又は出張用件、出張帰着月日等を記入して、決裁を受け、旅費の支給を受けようとする

ときは同規程第４条の規定により旅費請求書（兼領収書）に必要な書類を添えて市長に

提出しなければならないこととなっています。 

なお、横浜市予算、決算及び金銭会計規則を廃止する規則（令和６年３月横浜市規則

第48号）による廃止前の横浜市予算、決算及び金銭会計規則（昭和39年３月横浜市規則

第57号）第130条第１号の規定により旅費の概算払を受けた場合には、同規則第131条第

１項の規定に基づき、概算払金精算書を作成し、領収書等を添え、用件を終了した日の

翌日から起算して30日以内に局長に提出して、精算します。この場合における最終承認



 

４ 

 

 

者について、横浜市予算、決算及び金銭会計規則に関する会計、経理事務の取扱いにつ

いて（通知）（令和５年４月１日会審第317号）によれば、経理担当課長となっていま

す。 

議会局においては、議会局長等の兼職等に関する規則（平成11年４月横浜市規則第38

号）及び横浜市事務決裁規程（昭和47年８月達第29号）別表第１の規定により、係長以

下の職員の市外出張、資金前渡、概算払等の決定及び支出命令に関することは課長専決

事項となっています。 

横浜市会会議規則（抜粋） 

(審査または調査のため委員の派遣) 

第 71 条 委員会は、審査または調査のため、委員を派遣しようとするときは、あら

かじめ議長の承認を得なければならない。 

横浜市会職員旅費条例（抜粋） 

横浜市会の職員に係る旅費に関しては、横浜市旅費条例を準用する。 

横浜市旅費条例（抜粋） 

第１条 本市職員その他の者で、公務のため旅行するときは、別に定めるもののほ

か、この条例の定めるところにより、旅費を支給する。 

 

第６条 鉄道賃は、次の各号に従い、旅客運賃(以下本条において「運賃」という。)

急行料金及び特別車両料金(これらのものに対する通行税を含む。)並びに座席指定

料金によりこれを計算する。 

   （第１号から第６号まで省略） 

横浜市市会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（抜粋） 

（費用弁償） 

第５条 （第１項省略） 

２ 前項の旅費は、横浜市旅費条例(昭和23年10月横浜市条例第73号)中、特号の者に

支給する額により、同条例を準用してこれを支給する。 

   （第３項及び第４項省略） 

横浜市職員出張及び旅費支給規程（抜粋） 

（出張の手続） 

第２条 職員は、出張を必要とするときは、次の各号の区分に従い、当該各号に掲げ

る命令書、命令簿又は出張を命ずる決裁文書(以下「命令書等」という。)に出張

先、出張する具体的理由又は出張用件、出張帰着月日等を記入して、決裁を受けな

ければならない。 

(1) 内国出張(本邦における出張をいう。以下同じ。)の場合 

ア 市外出張であって宿泊を要するとき。 

市外出張命令書(第１号様式) 

   （イ、ウ、第２号及び第２項省略） 

 

(旅費の請求) 

第４条 出張に係る旅費の支給を受けようとする職員は、次の各号の区分に従い、当

該各号に掲げる請求書に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 
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(1) 内国出張に係る旅費を請求する場合 

ア 市外出張又は宿泊を伴う市内出張のとき(企画旅行の方法により出張すると

きを除く。)。 

旅費請求書(兼領収書)(第６号様式) 

（イ、ウ及び第２号省略） 

横浜市予算、決算及び金銭会計規則（抜粋） 

(概算払) 

第 130 条 次の各号に掲げる経費については、概算払をすることができる。 

(1) 旅費 

（第２号から第12号まで省略） 

 

(概算払の精算) 

第131条 概算払を受けた者は、概算払金精算書(第50号様式)を作成し、領収書等を

添え、次に掲げるところにより局長に提出しなければならない。ただし、前条第１

号に掲げる経費(費用弁償を除く。)については、精算残金のあるとき、及び局長が

必要と認める場合のほかは、横浜市職員服務規程(平成21年３月達第３号)第６条第

２項の規定による復命をもって精算に代えることができる。 

(1) 毎月必要とする経費については、翌月末日までに提出すること。 

(2) 前号以外の経費については、用件を終了した日の翌日から起算して30日以内

に提出すること。 

（第２項から第４項まで省略） 

議会局長等の兼職等に関する規則（横浜市会計規則（令和６年３月横浜市規則第26

号）附則第４項による改正前のもの）（抜粋） 

 (補助執行) 

第２条 市長は、横浜市予算、決算及び金銭会計規則(昭和39年３月横浜市規則第57

号)、給与等及び保険料等支出事務の特例に関する規則(昭和32年６月横浜市規則第

40号)、横浜市物品規則(昭和31年３月横浜市規則第33号)その他これらに関連する

市の諸規程に規定する事務を議会局長等に補助執行させる。 

 

(事務処理) 

第３条 議会局長等は、前条の事務を横浜市事務決裁規程(昭和47年８月達第29号)そ

の他市の諸規程の定めるところにより処理しなければならない。 

横浜市事務決裁規程（抜粋） 

別表第１ 

４ 人事に係る事項 

市長決裁事項 副市長専決事項 局長専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

（省略） 

 (10) 削除 (15) 局長の市

外出張（近隣

地）に関する

こと。 

(4)の 3 部長及

び課長の市外

出 張 （ 近 隣

地）に関する

こと。 

(3) 係長以下の

職員、臨時的任

用職員及び会計

年度任用職員の

市外出張に関す

ること。 

(3)の 2 職員、

臨時的任用職員



 

６ 

 

 

及び会計年度任

用職員の市内出

張に関するこ

と。 

（省略） 

 

８ 出納に係る事項 

市長決裁事項 副市長専決事項 局長専決事項 部長専決事項 課長専決事項 

（省略） 

        (5) 資金前渡、

概算払及び前金

払等の決定に関

すること。 

        (6) 支出命令に

関すること。 
 

 

  (3) 本件特別車両料金の支給について 

   ア 第１回行政視察に係る公金の支出について 

     第１回行政視察に係る出張命令は、令和５年６月 13 日に議会局市会事務部総務課

長（以下「総務課長」といいます。）により決裁され、市外出張命令書の摘要欄に

は、「特号随行のため、グリーン料金を支給します。」と記載されていました。ま

た、同月 15 日付の市外出張旅費請求書（兼領収書）に基づき、本件随行職員から第

１回行政視察に係る出張旅費として特別車両料金 21,600 円を含む 130,620 円が請求

され、同日に起案された支出命令書が同月 19 日付で総務課長に決裁されたことによ

り、同月 26 日に資金前渡により概算払いされました。 

     また、令和５年７月 19 日付の概算払金精算書に基づき、第１回行政視察に係る随

行職員旅費の概算払金受領額と同額で精算され、概算払金精算書に添付された支出

内訳書によれば、差引額は０円でした。 

     第１回行政視察に係る出張旅費のうち、本件随行職員への特別車両料金の支出状況

は、次のとおりです。 
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利用年月日 利用種別 区間 金額 
（単位：円） 

概算払 
上段：決裁日 

下段：支出日 

精算 
上段：提出日 

下段：決裁日 

R5.7.4 特別車両 

料金 

新横浜 

～新神戸 

5,400 R5.6.19 

R5.6.26 

R5.7.19 

R5.7.19 

R5.7.6 特別車両 

料金 

京都 

～新横浜 

5,400 

小計 10,800 

２名分 ×２ 

合計 21,600 

 

 イ 第２回行政視察に係る公金の支出について 

(ｱ) 概算払金及びその精算について 

第２回行政視察に係る出張命令は、令和５年９月 20 日及び同月 21 日に総務課長

により決裁され、市外出張命令書の摘要欄には、「特号随行のため、グリーン料金

を支給します。」と記載されていました。また、同月 22 日付の市外出張旅費請求書

（兼領収書）に基づき、本件随行職員から第２回行政視察に係る出張旅費として特

別車両料金 31,540 円を含む 138,720 円が請求され、同日に起案された支出命令書が

同年 10 月６日付で総務課長に決裁されたことにより、同月 13 日に資金前渡により概

算払いされました。 

     また、令和５年 11 月７日付の概算払金精算書に基づき、第２回行政視察に係る随

行職員旅費の概算払金受領額と同額で精算され、概算払金精算書に添付された支出

内訳書によれば、差引額は０円でした。 

     第２回行政視察に係る出張旅費のうち、本件随行職員への特別車両料金の支出状況

は、次のとおりです。 
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利用年月日 利用種別 区間 金額 
（単位：円） 

概算払 
上段：決裁日 

下段：支出日 

精算 
上段：提出日 

下段：決裁日 

R5.10.30 特別車両 

料金 

新横浜 

～米原 

5,400 R5.10. 6 

R5.10.13 

R5.11.7 

R5.11.7 

R5.10.30 特別車両 

料金 

米原 

～福井 

1,300 

R5.10.31 特別車両 

料金 

福井 

～金沢 

1,300 

R5.11.1 特別車両 

料金 

金沢 

～東京 

6,990 

R5.11.1 特別車両 

料金 

東京 

～横浜 

780 

小計 15,770 

２名分 ×２ 

合計 31,540 

 

(ｲ) 概算払金の再精算及び精算残金の戻入について 

 本件請求を受けて、本件特別車両料金の支給について、監査対象局が改めて確認し

たところ、令和５年 11 月１日の東京駅から横浜駅までの区間は、視察委員に随行する

予定でしたが、視察委員が各自、電車を利用して議会棟に戻ることとなったため、本

件随行職員は２名ともグリーン車を利用しておらず、また、本件随行職員のうち１名

は、視察先に忘れ物（ＩＣレコーダー）を取りに戻ったため、同日の金沢駅から東京

駅までの区間においても、視察委員と別の車両に乗車したため視察委員に随行してい

なかったことが判明したとのことです。 

 そのため、監査対象局は、令和６年５月７日に本件特別車両料金のうち、グリーン

車を利用していなかった区間（令和５年 11 月１日の東京駅から横浜駅までの区間）及

び視察委員に随行していなかった区間（同日の金沢駅から東京駅までの区間）（以下

これらの区間を「戻入区間」といいます。）に係る 8,550 円を戻入しました。 

 第２回行政視察に係る出張旅費の戻入状況は、次のとおりです。 
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利用年月日 利用種別 区間 金額 
（単位：円） 

決裁日 

 

戻入日 

 

R5.11.1 特別車両 

料金 

金沢 

～東京 

6,990 R6.5.7 R6.5.7 

R5.11.1 特別車両 

料金 

東京 

～横浜 

1,560 
（780×２名） 

合計 8,550 

 

 ３ 監査委員の判断 

   以上を踏まえ、監査委員は、次のとおり判断しました。 

(1) 戻入区間を除く部分について 

本件特別車両料金のうち、戻入区間を除く部分については、本件随行職員及び視察委

員に係る市外出張旅費請求書（兼領収書）に記載された出張年月日、出張先及び出張用

件が常任委員会行政視察申出書並びに出張命令書及びこども青少年・教育委員会行政視

察概要に記載されている出張期間、出張先及び出張用件と一致しており、市外出張命令

書並びに本件特別車両料金の支給に係る支出命令及びその精算については、いずれも専

決権者である総務課長により決裁されていることが認められます。 

監査対象局は、座席位置が記載された切符が改札口で回収されるため、証明できる資

料はないものの、本件随行職員がグリーン車に同乗し、秘書的業務を行った旨の説明を

しています。 

本件請求において請求人は、「行政視察第１回、第２回を行った議員に聴取したとこ

ろ、議会局随行者は、グリーン車両で見かけなかったと書面で回答があった。」と主張

しています。そのため、監査委員において、請求人に対して当該書面の提出を求めまし

た。請求人及び請求人に情報提供していた議員のそれぞれから資料の提供を受け、確認

しましたが、本件随行職員がグリーン車に同乗していなかった事実を示すものではあり

ませんでした。 

そのため、本件特別車両料金の支給のうち戻入区間に係るものを除く部分は、関係規

定に基づき適切に支給されているものと認められるため、違法又は不当な財務会計上の

行為に該当するとは認められません。 

 (2) 戻入区間に係る部分について 

    第２回行政視察に係る出張旅費は、特別車両料金 31,540 円を含む 138,720 円が、概
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算払金受領額と同額で精算されていますが、監査対象局の説明によれば、本件請求を受

けて改めて確認したところ、令和５年 11 月１日の東京駅から横浜駅までの区間は、視

察委員に随行する予定でしたが、視察委員が各自、電車を利用して議会棟に戻ることと

なったため、本件随行職員は２名ともグリーン車を利用しておらず、また、本件随行職

員のうち１名は、視察先に忘れ物を取りに戻ったため、同日の金沢駅から東京駅までの

区間においても、視察委員に随行していなかったとのことです。そのため、監査対象局

において、本件随行職員の第２回行政視察に係る出張旅費の精算をやり直し、本件特別

車両料金のうち戻入区間に係る 8,550 円を戻入したと説明しています。 

    戻入区間に係る本件特別車両料金の支出については、支出命令書及び概算払金精算書

に添付された市外出張旅費請求書に記載された内容並びに概算払金精算書に添付された

支出内訳書に記載された特別車両料金の額と本件請求を受けて監査対象局が確認した事

実が相違しています。市外出張命令書では、総務課長が本件随行職員に第２回行政視察

の随行を命じ、特号随行を前提に特別車両料金を支給することになっていたところ、出

張命令に従って随行できなかった事情はあるにしても、その旨を復命せず、事実と異な

る概算払金精算書が作成され、精算が行われています。そのため、戻入区間に係る本件

特別車両料金の支出は違法又は不当な公金の支出に当たるものです。しかしながら、概

算払金受領者である本件随行職員から令和６年５月７日に概算払金精算書（再精算）の

提出を受け、第２回行政視察に係る随行職員旅費のうち8,550円分の戻入が完了したこ

とを議会局市会事務部議事課において確認し、「令和５年度こども青少年・教育委員会

行政視察（２回目）随行職員旅費の再精算について」（令和６年５月７日議議第99号）

により、主管課長（議会局市会事務部議事課長）を経由して経理担当課（総務課長）へ

回議する処理が行われていることが認められました。 

 

 ４ 結論 

   以上のことから、本件特別車両料金の支給のうち、戻入区間に係る部分については違法

又は不当な財務会計上の行為に該当しますが、戻入により横浜市が被った損害は既に補填

されており、現時点においては、損害を補填するために必要な措置を講ずべき勧告をする

理由がなく、その余の部分については違法又は不当な財務会計上の行為に該当するとは言

えず、請求人の主張には理由がないと判断しました。 
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 ５ 意見 

   本件特別車両料金に係る事務処理については、本件請求を受けて再点検した結果、精算

した内容が事実と異なっていたことが判明し、行政視察から半年後に戻入されたものです。 

本件特別車両料金に係る事務処理は、職員の不注意に起因して発生した事案であると考

えられます。 

今後は、職員に特別車両料金が支給されるのは公務上の必要その他特別な場合に限られ

ることを職員が自覚し、確認者が特別車両の利用状況等の事実関係を確実に確認した上で

適正な事務処理に努めるとともに、再発防止を図り、市民の市政への信頼回復のため、な

お一層の努力をされるよう求めます。 

 

 ６ 判断の根拠とした書類 

(1) 議会局提出分 

ア 見解書 

イ 令和６年４月 19 日監監第 59 号「住民監査請求に係る質問への回答及び資料の提出

について（依頼）」に対する回答及び提出資料 

ウ 令和６年４月 25 日監監第 76 号「住民監査請求に係る資料の提出について（依頼）」

に対する提出資料 

エ 令和６年５月９日監監第 103 号「住民監査請求に係る資料の提出について（依頼）」

に対する提出資料 

オ 令和６年５月 13 日監監第 117 号「住民監査請求に係る質問への回答について（依

頼）」に対する回答 

 (2) 請求人提出分 

ア 令和６年４月 17 日監監第 49 号「住民監査請求に係る資料の提出について（依頼）」

に対する回答 

イ 上申書（令和６年５月８日付） 

(3) 関係人提出分 

住民監査請求に係る資料の提出について（令和６年５月６日付） 
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第５ 監査委員の辞退 

   令和６年５月 20 日に就任した清水監査委員から、第１回行政視察及び第２回行政視察

の視察委員であったことから、公正な監査を期するため本件請求の監査の執行を辞退す

る旨の申し出がありました。そのため、清水監査委員は本件請求の監査に加わっており

ません。 
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